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１．概要 
漁村は漁業を営む人々の生活の場であるため、一般的に漁業活動に便利な場所、漁港の背後に漁村集落が

存在している。漁村は、その厳しい立地条件などもあって、都市部や農村部に比べて生活環境の整備が遅れ

ていたことから、漁村の生活環境の改善や活性化等を推進する漁業集落環境整備事業が昭和53年に水産庁に

より創設されている。本事業において、漁村の下水道を整備する「漁業集落排水施設整備」は中心的なメニ

ューであり、現在では漁業集落排水処理施設の設置箇所数は全国で約450箇所に上り、漁村の汚水処理施設

普及率は53％(平成21 年度末)に達している。一般的に、下水は管路施設により自然流下で処理施設まで集

水するため、漁村の場合、ほとんどの地域で処理施設は海岸部に設置されている。このため、今回の東日本

大震災においては岩手県と宮城県を中心として多くの漁業集落排水処理施設が津波により甚大な被害を受け

ている。この中で被害が大きいのは建屋の建具と機械・電気設備であり、コスト的にも機械・電気設備の占

める割合が大きいため被害額が大きくなっている。上水道施設の被害は比較的少なかったため、被災を免れ

たエリアの家屋からは下水が排水されており、現在、漁業集落排水施設は応急復旧等で対応している。今後、

漁村の復興計画に合せて本復旧を行うこととなるが、必要に応じて施設規模、処理施設の設置位置、整備手

法(分散処理化)等の見直しを行うことが求められる。 

ここでは、岩手県を中心とした漁業集落排水施設の被害状況の報告と復旧へ向けた検討事項の概要を示す。 

 

２．漁業集落排水施設について 
漁業集落排水施設の整備は表-1に示す漁業集落環境整備事業のメニューの一つである。漁業集落環境整備

事業は、生活インフラとして重要な上下水道施設の整備を始めとして道路，公園，防災施設の整備など、生

活環境の改善，快適にして潤いのある集落の形成，防災安全性の向上，漁村の活性化等を推進し、漁業と漁

村の健全な発展に資することを目的としている。この中で、漁業集落排水施設の整備は、トイレの水洗化に

よる生活環境の向上，生活雑排水の処理による集落内衛生環境の改善と漁港や漁場の水質環境の保全，雨水

の円滑な排除による洪水や崖崩れ等の自然災害の防止と集落内の湿潤状態の解消などを具体的な目的として

いる。 

表-1 漁業集落環境整備事業のメニュー 

①漁業集落排水施設整備  集落等から発生する汚水の処理施設、管路施設及び雨水排水路等の整備

②水産飲雑用水施設整備  生活用水や漁業活動に必要な用水を供給する浄水施設や配水施設等の整備

③漁業集落道整備  集落内の道路整備や漁港・主要道と集落を結ぶ連絡道路等の整備

④緑地・広場施設整備  公園、休息所、運動施設などの整備

⑤防災安全施設整備  土砂崩壊防止施設、防風・防雪施設、照明施設などの整備

⑥土地利用高度化再編整備  生活環境の改善や防災安全性の向上を図るための土地再編整備や共同溝整備

⑦地域資源利活用基盤施設整備  集落排水処理汚泥、地域資源を有効利用する施設等の整備

⑧用地整備  漁業集落排水施設、廃棄物処理施設、共同利用施設等の用地の整備

⑨特認事業  上記事業のほか、集落の環境整備に必要な施設整備
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